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経済産業省の調達価格等算定委員会は 2 月 4 日、

2020 年度の調達価格（買取価格）について、調達価

格等算定委員会の意見(以下委員会の意見)と委員長

案(７ページ参照)を公表しました。 

太陽光発電は 10kW 未満の余剰売電について出力

制御対応機器設置の有無にかかわらず 21 円/kWh と

し、事業用の 10kW 以上 50kW 未満を 13 円/kWh、

50kW 以上 250kW 未満を 12 円/kWh としました。ま

た、事業用については入札対象範囲を拡大し、250kW

以上を対象としました。 

市民共同太陽光発電所の設置数で過半数を超える

10kW 以上 50kW 未満については、2020 年度から自

家消費型（余剰売電）で災害時に活用可能であるこ

と等を認定要件とする「自家消費型の地域活用要件」

が設定されました。委員会の意見は、2020 年度の FIT

認定時の自家消費計画や運転開始後の自家消費の確

認で求める「自家消費比率」を 30％以上、調達価格

設定時の自家消費比率の想定値を 50％としています。 

10kW 以上 50kW 未満は、全量売電を前提とした

野立て型ではなく、コンビニ、倉庫、公共施設など

での自家消費を前提とした屋根置き設備等の支援に

重点を置くものとなっています。 

営農型太陽光発電(ソーラーシェアリング)につい

ては、営農と発電の両立を通じて、エネルギー分野

と農林水産分野での連携の効果も期待されるもで、

一部の農地には近隣に電力需要が存在しない可能性

もあることから、農林水産行政の分野における厳格

な要件確認を条件に、自家消費を行わない案件であ

っても、災害時の活用が可能であれば、地域活用要

件を満たすものとして認めることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年の調達価格に関する調達価格等算定委員会の意見について 
事務局次長 中村 庄和  

    

(委員会の意見抜粋) 

FIT 認定時における自家消費の確認 

当該需要地における電力消費量と整合的（例：既

築建造物に再エネ発電設備を設置する場合には、前

年の当該建造物における電力消費量との整合を求め

る）かつ、少なくとも制度上想定している自家消費

比率以上の自家消費を行う「自家消費計画」の提出

を求める。さらに、FIT 認定時に、配線図等に基づ

き、「自家消費計画」に基づく自家消費が可能な設備

となっていることを確認する。  

運転開始後における自家消費の確認は、自家消

費の継続を制度的に担保するため、買取電力量を

確認し、制度上想定している自家消費比率を構造

的に満たし得ないと疑われる案件については、当

該再エネ発電事業の具体的な状況を確認した上

で、必要と認められる場合には FIT 認定の取消し

等の厳格な措置を講じる。 

 

災害時活用の具体的な方法  

自家消費型の地域活用要件については、災害時に

当該再エネ発電設備で発電された電気が活用され

ることを担保するため、災害時の活用に資する設備

構造を有し、災害時に当該設備が活用される計画で

あることを確認する。 

災害時に活用するための最低限の設備を求める

ものとして、災害時のブラックスタート（停電時に

外部電源なしで発電を再開すること）が可能である

こと（自立運転機能）を前提とした上で、給電用コ

ンセントを有し、災害時の利活用が可能であるこ

と。 
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2020年度の調達価格及び調達期間についての委員長案 
    


